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いわき市下水汚泥等利活用事業



様　式　集














令和2年 7月

福島県　いわき市




本書の位置づけ

本様式集は、いわき市（以下、「市」という。）が、「いわき市下水汚泥等利活用事業」（以下、「本事業」という。）を実施する事業者の募集・選定を行うにあたって、応募に参加しようとする者を対象に交付する募集要項と一体となるものである。

提出書類一覧
質問書等
様式1 　募集要項等に関する質問書
様式1-1 　募集要項に関する質問書
様式1-2 　要求水準書に関する質問書
様式1-3 　優先交渉権者選定基準に関する質問書
様式1-4 　様式集に関する質問書
様式1-5 　基本協定書（案）に関する質問書
様式1-6 　特定事業契約書（案）に関する質問書
様式2 　施設確認申込書
様式3 　資料閲覧申込書
様式4 　実験試料等提供申込書

応募資格確認申請時の提出書類
様式5 　参加表明書
様式6 　応募資格確認申請書
様式7 　グループ構成一覧表
様式8 　委任状
様式9 　設計・建設業務を行う者の参加資格確認書
様式10　設計・建設業務を行う者の施工実績
様式11　特別企業グループ協定書
様式12　維持管理・運営を行う者の業務履行実績 
様式13　維持管理・運営を行う者の配置予定技術者の資格
様式14　応募辞退届
※1:様式11は設計・建設において特別企業グループを形成する場合に甲型または乙型のいずれかを記入し、提出すること。

提案書類提出届等
様式Ⅰ-1　事業提案書
様式Ⅰ-2　要求水準に関する確認書

提案概要書
様式Ⅱ	提案概要書

提案書
様式Ⅲ	要求水準に係る事業提案書
様式Ⅲ-1	要求水準書チェックリスト
様式Ⅲ-1-1	各企業の役割分担及び関係等
様式Ⅲ-1-2	設計・建設に係る配置予定技術者の資格
様式Ⅲ-1-2（別添）誓約書
様式Ⅲ-2	事業実施の基本方針
様式Ⅲ-3	嫌気性消化技術
様式Ⅲ-4	下水汚泥固形燃料化技術
様式Ⅲ-5-1	施設概要及びプロセス(中部浄化センター)
様式Ⅲ-5-2	施設概要及びプロセス(南部浄化センター)
様式Ⅲ-6-1	配置計画（中部浄化センター）
様式Ⅲ-6-2	配置計画（南部浄化センター）
様式Ⅲ-7-1	機械設備計画（中部浄化センター）
様式Ⅲ-7-2	機械設備計画（南部浄化センター）
様式Ⅲ-8-1	電気設備計画（中部浄化センター）
様式Ⅲ-8-2	電気設備計画（南部浄化センター）
様式Ⅲ-9-1	土木施設計画（中部浄化センター）
様式Ⅲ-9-2	土木施設計画（南部浄化センター）
様式Ⅲ-10-1	建築計画（中部浄化センター）
様式Ⅲ-10-2	建築計画（南部浄化センター）
様式Ⅲ-11	設計・建設工程及び許認可申請
様式Ⅲ-12	ユーティリティ使用量
様式Ⅲ-13	環境への配慮
様式Ⅲ-14	測定頻度
※1:モニタリングに関する要求水準に係る事業提案は、「様式Ⅳ-1-6 セルフモニタリング」に記入すること。
※2：下水汚泥処理施設等及び受入施設の工事計画に関する要求水準に係る事業提案は、「様式Ⅳ-2-2工事計画」に記入すること。
※3：建設時の安全対策に関する要求水準に係る事業提案は、「様式Ⅳ-2-2工事計画」に記入すること。
※4:温室効果ガス排出量に関する要求水準に係る事業提案は、「様式Ⅳ-4-1温室効果ガスの発生抑制」に記入すること。
※5:緊急時の体制に関する要求水準に係る事業提案は、「様式Ⅳ-3-3危機管理体制」に記入すること。
※6:設備保守管理業務に関する要求水準に係る事業提案は、「様式Ⅳ-3-1ライフサイクルコストの低減」及び「様式Ⅳ-3-3危機管理体制」に記入すること。
※8:その他要求水準に係る事業提案のうち、様式Ⅳへの記載が望ましい場合は、様式Ⅳに記入すること。

様式Ⅳ	優先交渉権者選定基準に係る事業提案書
様式Ⅳ-1	事業の安定性に関する提案書
様式Ⅳ-1-1	固形燃料化物受入企業の安定性
様式Ⅳ-1-2	SPCの収益性
様式Ⅳ-1-2（別添１）SPCの出資構成
様式Ⅳ-1-2（別添2）長期収支計画表（付帯事業を含む）
様式Ⅳ-1-3	固形燃料化施設の運転実績
様式Ⅳ-1-4	下水処理場の運転管理実績
様式Ⅳ-1-5	セルフモニタリング
様式Ⅳ-1-6	処理対象物の変動への対応
様式Ⅳ-1-7	人材確保及び人材教育について
様式Ⅳ-2	設計・建設に関する提案書
様式Ⅳ-2-1	　 工事計画（中部浄化エンター）
様式Ⅳ-2-2	工事計画（南部浄化センター）
様式Ⅳ-2-3	試運転時における既存施設への影響
様式Ⅳ-2-4	下水処理施設の安定的な稼働想定
様式Ⅳ-2-5	し尿・浄化槽汚泥受入体制
様式Ⅳ-3　維持管理・運営に関する提案書
様式Ⅳ-3-1	ライフサイクルコストの低減
様式Ⅳ-3-2	施設の安定的な運転管理
様式Ⅳ-3-3	危機管理体制
様式Ⅳ-3-4	固形燃料化物の安全管理
様式Ⅳ-4	環境への配慮に関する提案書
様式Ⅳ-4-1	温室効果ガスの発生抑制
様式Ⅳ-4-2	臭気対策
様式Ⅳ-5　地域貢献に関する提案書
様式Ⅳ-5-1	設計・建設時の地域への貢献や地域経済の活性化
様式Ⅳ-5-2	維持管理・運営時の地域への貢献や地域経済の活性化
様式Ⅳ-6	その他に関する提案書
様式Ⅳ-6-1　　その他独自提案
様式Ⅳ-6-2　　付帯事業
様式Ⅳ-7　経済性に関する提案書
様式Ⅳ-7-1　　施設の建設に係る経済性（付帯事業を除く）
様式Ⅳ-7-1-1　　中部浄化センター施設の建設に係る経済性（付帯事業を除く）
様式Ⅳ-7-1-1①　（1）中部浄化センター事前調査業務費内訳
[bookmark: _GoBack]様式Ⅳ-7-1-1②　（2）中部浄化センター設計業務費内訳
様式Ⅳ-7-1-1③　（3）中部浄化センター機械設備工事費内訳
様式Ⅳ-7-1-1④　（4）中部浄化センター電気設備工事費内訳
様式Ⅳ-7-1-1⑤　（5）中部浄化センター土木工事費内訳
様式Ⅳ-7-1-1⑥　（6）中部浄化センター建築工事費内訳
様式Ⅳ-7-1-2　　南部浄化センター施設の建設に係る経済性（付帯事業を除く）
様式Ⅳ-7-1-2①　（1）南部浄化センター事前調査業務費内訳
様式Ⅳ-7-1-2②　（2）南部浄化センター設計業務費内訳
様式Ⅳ-7-1-2③　（3）南部浄化センター機械設備工事費内訳
様式Ⅳ-7-1-2④　（4）南部浄化センター電気設備工事費内訳
様式Ⅳ-7-1-2⑤　（5）南部浄化センター土木工事費内訳
様式Ⅳ-7-1-2⑥　（6）南部浄化センター建築工事費内訳
様式Ⅳ-7-2　　汚泥処理施設等の維持管理・運営に係る経済性（付帯事業を除く）
様式Ⅳ-7-2①　　費用内訳（サービス購入料B-1）
様式Ⅳ-7-2②　　費用内訳（サービス購入料B-2）
様式Ⅳ-7-3　　市の年度別ライフサイクルコスト（付帯事業を含む）

図面集
様式Ⅴ	施設整備計画　図面集
様式Ⅴ-1	提案図面目録

事業提案書等作成要領

[bookmark: _Toc73436984]提出部数
以下の提出書類について、指定の部数を提出すること。

１）応募資格確認申請時
	提出書類
	部数

	応募資格確認申請書
	1部

	応募資格確認資料（詳細は(2)２）②を参照）
	





２）提案書類提出時
	提出書類
	部数

	提案書類提出届
	1部

	提案概要書
	13部
（正本1部、副本12部）

	提案書
	要求水準に係る事業提案書
	各13部
（正本1部、副本12部）

	
	優先交渉権者決定基準に係る事業提案書
	

	施設整備計画　図面集
	13部
（正本1部、副本12部）

	提案概要書・提案書・図面集の電子データ
（正本・副本の内容をそれぞれ入れること）
	CD-Rで3部



作成要領
[bookmark: _Toc189921213]１）共通事項
各提出書類を作成するにあたっては、特に市の指示がない限り、次の事項に留意すること。
①	各提出書類に用いる言語は日本語、通貨は円、単位はSI単位とする。また、原則として横書きで記述し、使用する文字の大きさや余白等については、読み易さに配慮した設定とすること。
2 本様式集の各様式に記載されている指示を踏まえて作成すること。
3 各様式に指定された枚数制限を必ず守ること。また、指定のないものについても、可能な限り簡易な記載とすること。
4 製本に当たっては、再利用に不向きな素材としないこと。
5 様式集の記入に使用する文字に関する体裁は以下とすること。
・使用文字:日本語MS明朝、MSゴシック
・英数字:Times New Roman
・文字サイズ　10ポイント以上　

[bookmark: _Toc189921214]２）応募資格確認申請時の提出書類
1 応募資格確認申請書等は、次の(ｱ)から(ｻ)までのとおりとする。
（1） 参加表明書（様式５）
（2） 応募資格確認申請書（様式６）
（3） グループ構成一覧表（様式７）
（4） 委任状（代表企業以外の企業の代表者から代表企業への委任状）（様式８）
参加表明及び応募資格確認申請日以前に作成されたものであること。
（5） 設計・建設業務を行う者の参加資格確認書（様式９）
（6） 設計・建設業務を行う者の施工実績（様式１０）
募集要項第3.4(3)ア(ウ)に掲げる資格があることを判断できる施工実績を記入すること。
（7） 特別企業グループ協定書（設計・建設において特別企業グループを形成する場合）（様式１１）
参加表明及び応募資格確認申請日以前に作成（ホチキスとじし、内側に全ての構成企業の割印又は袋とじ（表と裏に代表者の割印））されたものであること。
甲型または乙型のいずれかを記入し、提出すること。
（8） 維持管理・運営を行う者の業務履行実績（様式１２）
募集要項第3.4(3)イ(ウ)に掲げる資格があることを判断できる運転管理業務の履行実績を1 件記入すること。
（9） 維持管理・運営を行う者の配置予定技術者の資格（様式１３）
（10） 会社概要
構成企業及び協力企業全ての企業の最新のもの。
（11） 営業経歴書
構成企業及び協力企業全ての企業の最新のもの。

2 応募資格確認申請書等の内容を証明するための資格確認資料を次の(ｱ)から(ｷ)に従い作成すること。
（1） 設計業務を行う者の建築士法に基づく一級建築士事務所の登録を証明する証書の写し
（2） 設計・建設業務を行う者の特定建設業許可又は一般建設業許可を証明する書類
（3） 設計・建設業務を行う者の最新の経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書（経審）の写し
（4） 設計・建設業務を行う者の施工実績を証明する書類（工事カルテ、仕様書、設計書、契約書等）
（5） 運転管理業務の履行実績等の内容を証明できる契約書・図面等の写し
（6） 維持管理・運営に係る配置予定技術者の資格を確認できる資格者証の写し
（7） 維持管理・運営に係る配置予定技術者が応募者と直接的かつ恒常的な雇用関係（参加表明提出日以前に３か月以上の雇用関係）にあることを証明できる健康保険被保険者証等の写し
なお、①応募資格確認申請書等および②資格確認資料はＡ４版で作成し、①を (ｱ)から(ｻ)の順に並べ、様式に対応する②の確認資料を(ｱ）～(ｷ）より組合せて、組み合わせた各書類に対するインデックスをつけて整理したパイプ式ファイルを1部提出すること。パイプ式ファイルには表紙および背表紙に「応募資格確認申請書」と明記し、事業名及び申請者（代表企業）名を記載すること。（様式６に記載の順番とする）

[bookmark: _Toc189921215]３）提案概要書
提案概要書を作成するにあたっては、提案概要書（様式Ⅱ）を表紙として、A3版2枚以内折込み縦左ホチキス綴じとして上記（１）２）に定める部数を提出すること。下記「４）提案書」の提案内容との整合性に留意すること。

４）提案書
提案書を作成するにあたっては、特に市の指示がない限り、次の事項に留意すること。
1 各様式に示す所定の枚数とし、以下の順番で各分冊に分け、パイプ式ファイルA4縦左2穴綴じとして提出すること。
「要求水準に係る事業提案書（様式Ⅲ）」
「優先交渉権者選定基準に係る事業提案書（様式Ⅳ）」
各分冊の各ページの下中央に通し番号をふり、市から送付された資格確認結果通知書に記載された応募者番号を所定の欄に記入すること。
2 提出部数については、上記（１）２）に定める部数を提出すること。なお、副本（添付資料等を含む。）については社名やロゴマーク等応募者を特定できる表記はしないこと。
3 提案書については、図表及び絵・写真等を追加してよい。また、着色は自由とする。
4 各様式の記入事項について、様式間の不整合がないよう注意すること。
5 電子データの提出
市に提出する提案書および図面については電子データをCD-Rに保存し提出すること。なお、提案書についてはMicrosoft Word（Windows版、バージョンは2016以前とする）を基本とし、様式Ⅳ-7等についてはMicrosoft Excel（Windows版、バージョンは2016以前とする）を必ず使用し、セル内には数式を残すこと。なお、図等を文書に貼り付ける場合は、上記ソフト以外のものを使用してもよい。また、上記オリジナルデータの他、PDFデータも併せてCD-Rに保存すること。
6 提案がない揚合は、「要求水準書のとおり」と記載するなど提案がないことが分かる記述をして提出すること。
7 事業提案の作成に当たって、他の参加者に内容等を教えたり、他の参加者の事業提案について問い合わせを行ったりした場合には、提案書の無効、または談合等の疑いによる調査などを行う場合がある。

５）図面集
図面集を作成するにあたっては、施設整備計画　図面集（様式Ⅴ）を表紙として、A3版横書きA4サイズに折込、パイプ式ファイルA4縦左2穴綴じとして上記（１）２）に定める部数を提出すること。上記「４）提案書」の提案内容との整合性に留意すること。
図面については次のとおりとする。
1 図面は、JISの製図通則に従って作成すること。
2 右下に図面名称及び応募者番号を記入すること。
3 図面は方位を記入すること。
4 図面等の着色は、自由とする。
5 図面データについてはdwg形式（AutoCADLT2012と互換性のある形式で保存すること）及びsfc形式のデータで提出することとする。なお、dwg形式及びsfc形式のデータで提出を行う場合は印刷設定ファイルもあわせて提出すること。また、上記オリジナルデータの他、PDFデータも併せてCD-Rに保存すること。

ユーティリティ費用条件
経済性に関する提案書作成におけるユーティリティ費用は、下表に基づき算定する。

	項　　目
	費用算定基準
	備　　考

	補助燃料
（A重油）
	提案価格
	

	A重油以外の補助燃料
	提案価格
	

	電　力※
	要求水準書に記載の価格
	

	上　水※
	要求水準書に記載の価格
	いわき市水道局

	滅菌前再生水
	無償
	

	滅菌後再生水
	無償
	

	汚水排水
	無償
	

	薬品類
	提案価格
	


※電力及び上水は、上表の単価に対し使用量に比例する従量料金を算定すること。使用量に依存しない基本料金相当額については、不要とする。





様式5
令和2年　　月　　日


参加表明書

（あて先）いわき市長

	[  代表企業代表者  ]

	商号又は名称
	

	所在地
	

	役職名
	

	氏名
			印



	[  担　当　者  ]

	氏　　名
	

	所属及び役職名
	

	所在地
	

	電　　話
	

	ＦＡＸ
	

	E-Mail
	



					
令和2年4月22日付で募集公告のありました「いわき市下水汚泥等利活用事業」のプロポーザルに、応募資格確認申請書に示す構成企業及び協力企業による　　　　　　　　　　　　※1グループとして参加することを、グループ構成一覧表及び委任状を添えて表明します。



※1  単一企業、複数企業の応募に関わらず代表企業名とする。

様式6

応募資格確認申請書



令和2年　　月　　日
　（あて先）いわき市長

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表企業
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
構成企業
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
協力企業
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和2年4月22日付けで募集公告のありましたいわき市下水汚泥等利活用事業に係る応募資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
　なお、地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと、この事業に係る募集公告に定める応募資格を満たしていること並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

	添付書類

□ 参加表明書（様式5）
□ グループ構成一覧表（様式7）
□ 委任状（各構成企業及び協力企業の代表者から代表企業の代表者への委任状）（様式8）
□ 設計・建設業務を行う者の参加資格確認書（様式9）
□ 設計業務を行う者の建築士法に基づく一級建築士事務所の登録を証明する証書の写し
□ 設計・建設業務を行う者の特定建設業許可又は一般建設業許可を証明する書類
□ 設計・建設業務を行う者の最新の経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書（経審）の写し
□ 設計・建設業務を行う者の施工実績（様式10）
□ 設計・建設業務を行う者の施工実績を証明する書類（契約書の写し等）
□ 特別企業グループ協定書（設計・建設において特定企業グループを形成する場合、甲型・乙型のいずれか）（様式11）
□ 維持管理・運営を行う者の業務履行実績（様式12）
□ 維持管理・運営を行う者の維持管理履行実績を証明する書類（契約書の写し等）
□ 維持管理・運営を行う者の配置予定技術者の資格（様式13）
□ 維持管理・運営を行う者の配置予定技術者の資格を証明する書類（資格証の写し等）
□ 配置予定技術者が維持管理・運営を行う者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明できる健康保険被保険者証等の写し
□ 会社概要（最新のもの、全企業）
□ 営業経歴書（最新のもの、全企業）


※構成企業又は協力企業の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。
※添付書類名をチェックしてください。
※添付書類には、営業経歴書として、直近3ヶ年分の貸借対照表及び損益計算書の写しを添付してください。
※添付書類には、市からの申請結果通知（A4版１枚）の発送のための返信用封筒として、表に連絡先の住所・氏名を記入し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手を貼った長３号封筒を申請書と併せて提出してください。

以上



様式7
令和2年　　月　　日
グループ構成一覧表
	１　代表企業

	所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

印

	担当者　氏　名　
　　　　電　話
E-Mail
	所　属　
ＦＡＸ　

	［本事業における役割］※該当する役割に○を付けてください
設計・建設企業　　・　　維持管理・運営企業




	２　構成企業

	所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

印

	担当者　氏　名　
　　　　電　話
E-Mail
	所　属　
ＦＡＸ　

	［本事業における役割］※該当する役割に○を付けてください
設計・建設企業　　・　　維持管理・運営企業




	３　構成企業（設計・建設企業及び維持管理・運営企業以外の企業）

	所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

印

	担当者　氏　名　
　　　　電　話
E-Mail
	所　属　
ＦＡＸ　

	［本事業における役割］



（注）1 構成企業又は協力企業それぞれの記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。



	４　協力企業

	所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

印

	担当者　氏　名　
　　　　電　話
E-Mail
	所　属　
ＦＡＸ　

	［本事業における役割］






	５　協力企業

	所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

印

	担当者　氏　名　
　　　　電　話
E-Mail
	所　属　
ＦＡＸ　

	［本事業における役割］






	６　協力企業

	所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

印

	担当者　氏　名　
　　　　電　話
E-Mail
	所　属　
ＦＡＸ　

	［本事業における役割］





（注）1 構成企業又は協力企業それぞれの記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。



様式8
令和2年　　月　　日

委　任　状

（あて先）いわき市長

	委任者
（構成企業）
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

印

	委任者
（構成企業）
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

印

	委任者
（協力企業）
	商号又は名称
所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

印

	委任者
（協力企業）
	商号又は名称
所在地
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

印


（注）構成企業又は協力企業の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。



私達は、下記の企業を応募者の代表企業とし、また当該企業の以下のものを代理人と定め、「いわき市下水汚泥等利活用事業」に関し下記の権限を委任します。

	受任者
	商号又は名称
所在地
役職名
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

受任者使用印

	委任事項
	１．上記事業に関する募集への参加表明について
２．上記事業に関する募集への応募資格審査申請について
３．上記事業に関する応募辞退について
４．上記事業に関する提案について
５．上記事業に関する特別目的会社設立までの契約に関することについて





様式9
設計・建設業務を行う者の参加資格確認書

事業名
グループ名

１）設計業務を行う者の建築法に基づく一級建築士事務所の登録

	一級建築士
事務所登録
	商号又は名称
所在地
代表者氏名
事務所登録番号
	印



（注）１．複数の会社が設計業務を担う場合は、欄を追加して記入してください。
２．一級建築士事務所の登録を証明する証書の写しを添付すること。

２）建設業務を行う者の建設業法による許可

	土木一式工事
	商号又は名称
所在地
代表者氏名
建設業許可番号
	印

	建築一式工事
	商号又は名称
所在地
代表者氏名
建設業許可番号
	印

	電気工事
	商号又は名称
所在地
代表者氏名
建設業許可番号
	印

	機械器具設置工事
	商号又は名称
所在地
代表者氏名
建設業許可番号
	印


（注）１．特定建設業許可又は一般建設業許可を証明する書類を添付すること。
２．最新の経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書（経審）の写しを添付すること。



様式10
設計・建設業務を行う者の施工実績
事業名
グループ名

１）下水道法上の終末処理場から発生する下水汚泥より生成されるバイオガスを回収しエネルギー利用を行う施設の設置工事実績
	工　事　内　容
	工事名
（工事コード）
	

	
	発注機関名
	

	
	施設区分
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	

	
	受注者及び
受注形態
	

	工　事　諸　元
	汚水処理能力
（m3/日）
	

	
	汚泥処理能力
（t/日）
	

	
	稼働実績（年）
	

	
	稼働日数（日/年）
	

	技術的特記事項
	




　※PFI事業等の場合は元請けとなる国・地方公共団体も合わせて記入してください。
　※施工実績を証明する書類(契約書等の写し等)を添付すること。

２）下水道法上の終末処理場から発生する下水汚泥を処理する乾燥設備又は炭化設備の設置工事実績
	工　事　内　容
	工事名
（工事コード）
	

	
	発注機関名
	

	
	施設区分
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	

	
	受注者及び
受注形態
	

	工　事　諸　元
	汚水処理能力
（m3/日）
	

	
	汚泥処理能力
（t/日）
	

	
	稼働実績（年）
	

	
	稼働日数（日/年）
	

	技術的特記事項
	




　※PFI事業等の場合は元請けとなる国・地方公共団体も合わせて記入してください。
※施工実績を証明する書類(契約書等の写し等)を添付すること。


様式11
特　別　企　業　グ　ル　ー　プ　協　定　書（甲型）
（目的）
第１条　当特別企業グループは、いわき市発注に係るいわき市下水汚泥等利活用事業建設工事を共同連帯して営むことを目的とする。
（名称）
第２条　当特別企業グループは、○○○○○○○特別企業グループ（以下「企業グループ」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当企業グループは、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業グループは、　　　年　　月　　日に成立し、その存続期間は、公募型プロポーザルの結果、当該工事を契約した場合においては、当該工事が完了し当企業グループの清算が終了するまでとし、その他の場合は当該工事の請負契約が締結された日までとする。
（構成員）
第５条　当企業グループの構成員は、次のとおりとする。
所在地
商号又は名称
代表者役職・名称

所在地
商号又は名称
代表者役職・名称

所在地
商号又は名称
代表者役職・名称

（代表者）
第６条　当企業グループは、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条　代表者は、当該工事の施工に関し、当企業グループを代表しその権限を行うことを名義上明らかにした上で、下記の権限を有するものとする。
(1)　市及び監督官庁等と折衝すること。
(2)　事業応募に関すること。
(3)　請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求及び受領に関すること。
(4)　各種保険金又は保証物の納付並びにこれらの還付請求及び受領に関すること。
(5)　当企業グループに属する財産の管理に関すること。
（出資割合等）
第８条　当企業グループの構成員の出資割合は、次のとおりとする。
○○○○○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　　％
△△△△△△△△　　　　　　　　　　　　　　　　　％
□□□□□□□□　　　　　　　　　　　　　　　　　％
２　金銭以外のものによる出資については、時価を参酌のうえ構成員が協議して評価するものとする。
（運営委員会）
第９条　当企業グループは、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び構成並びに工事の施工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業グループの運営に関する基本的かつ重要な事項について協議のうえ決定し、当該工事の完成に当たるものとする。
（構成員の責任）
第10条　各構成員は、当該工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施に伴い当企業グループが負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第11条　当企業グループの取引金融機関は、　　　　　　　　銀行とし、企業グループの名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第12条　当企業グループは、工事竣工後当該工事について決算するものとする。
（利益金の配当の割合）
第13条　決算の結果、利益を生じた場合には、第８条に規定する出資割合により、構成員に利益金を配当するものとする。
（欠損金の負担の割合）
第14条　決算の結果、欠損金を生じた場合には、第８条に規定する出資割合により、構成員が欠損金を負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第15条　この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。
（工事途中における構成員の脱退に対する措置）
第16条　構成員は、市及び構成員全員の承認がなければ、当企業グループが当該工事を完成する日までは脱退することができない。
２　構成員のうち工事途中において、前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存する構成員が共同連帯して当該工事を完成する。
３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存する構成員の出資割合は、脱退した構成員が脱退前に有していたところの出資割合を、残存する構成員が有している出資割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果利益を生じた場合において、脱退した構成員には、利益金の配当は行わない。
（構成員の除名）
第16条の２　当企業グループは、構成員のうちいずれかが、工事途中において重要な義務の不履行その他の除名しえる正当な理由を生じた場合においては、他の構成員全員及び当市の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２	前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３	第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するもの とする。
（工事途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第 17 条	構成員のうちいずれかが工事途中において破産し、又は解散した場合においては、第 16 条第２項から第５項までを準用するものとする。
（代表者の変更）
第 17 条の２ 代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び当市の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。
（解散後の契約不適合責任）
第 18 条	当企業グループが解散した後においても、当該工事につき契約不適合があったときは、各構成員は共同連帯してその責を負うものとする。
（協定書に定めのない事項）
第 19 条	この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。 
外○社は、上記のとおり○○○○○○○特別企業グループ協定を締結したので、その
証拠として参加申請用１通を含め、この協定書○通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。




令和　　年　　月	日

所	在	地 商号又は名称 
代表者役職･氏名	印

所	在	地 商号又は名称 
代表者役職･氏名	印

所	在	地 商号又は名称 
代表者役職･氏名				 印

特　別　企　業　グ　ル　ー　プ　協　定　書（乙型）
（目的）
第１条　当特別企業グループは、いわき市発注に係るいわき市下水汚泥等利活用事業建設工事を共同連帯して営むことを目的とする。
（名称）
第２条　当特別企業グループは、○○○○○○○特別企業グループ（以下「企業グループ」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当企業グループは、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業グループは、　　　年　　月　　日に成立し、その存続期間は、公募型プロポーザルの結果、当該工事を契約した場合においては、当該工事が完了し当企業グループの清算が終了するまでとし、その他の場合は当該工事の請負契約が締結された日までとする。
（構成員）
第５条　当企業グループの構成員は、次のとおりとする。
所在地
商号又は名称
代表者役職・名称

所在地
商号又は名称
代表者役職・名称

所在地
商号又は名称
代表者役職・名称

（代表者）
第６条　当企業グループは、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条　代表者は、当該工事の施工に関し、当企業グループを代表して、下記の権限を有するものとする。
(1)　市及び監督官庁等と折衝すること。
(2)　事業応募に関すること。
(3)　自己の名義をもって請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求及び受領を行うこと。
(4)　各種保険金又は保証物の納付並びにこれらの還付請求及び受領に関すること。
(5)　当企業グループに属する財産の管理に関すること。
（出資割合等）
第８条　当企業グループの構成員の工事分担は、次のとおりとする。
○○○○○○○○　　　　　　○○工事
△△△△△△△△　　　　　　△△工事
□□□□□□□□　　　　　　□□工事
２　前項に規定する分担工事の価格（運営委員会で定める。）については、別に定めるところによるものとする。
（運営委員会）
第９条　当企業グループは、構成員全員をもって運営委員会を設け、当該工事の完成に当たるものとする。
（構成員の責任）
第10条　各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担工事の進捗を図り、債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第11条　当企業グループの取引金融機関は、　　　　　　　　銀行とし、代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（構成員の必要経費の分配）
第12条　構成員はその分担工事の施工のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。
（共通費用の分担）
第13条　当該工事施工中発生した共通の経費等については、分担工事額の割合により毎月１回運営委員会において、各構成員の分担額を決定するものとする。
（構成員の相互間の責任の分担）
第14条　構成員がその分担工事に関し、市及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。
２　構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議するものとする。
３　前二項に規定する責任について協議がととのわないときは、運営委員会の決定に従うものとする。
４　前三項の規定は、いかなる意味においても第10 条に規定する当企業グループの責任を免れるものではない。
（権利義務の譲渡の制限）
第15条　この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。
（工事途中における構成員の脱退）
第16条　構成員は、当企業グループが当該工事を完成する日までは脱退することができない。
（工事途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第 17 条	構成員のうちいずれかが工事途中において破産し、又は解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担工事を完成するものとする。
２　前項の場合においては、第14条２項及び第３項の規定を準用する。
（解散後の契約不適合責任）
第 18 条	当企業グループが解散した後においても、当該工事につき契約不適合があったときは、各構成員は共同連帯してその責を負うものとする。
（協定書に定めのない事項）
第 19 条	この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。 
外○社は、上記のとおり○○○○○○○特別企業グループ協定を締結したので、その
証拠として参加申請用１通を含め、この協定書○通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。


令和　　年　　月	日

所	在	地 商号又は名称 
代表者役職･氏名	印

所	在	地 商号又は名称 
代表者役職･氏名	印

所	在	地 商号又は名称 
代表者役職･氏名				 印



特別企業グループ協定書（乙型）第８条に基づく協定書

いわき市発注に係るいわき市下水汚泥等利活用事業建設工事については、特別企業グループ協定書（乙型）第８条の規定により、当企業グループ構成員が分担する工事の工事額を次のとおり定める。


記


分担工事額（消費税及び地方消費税分を含む）
○○工事 ○○○○○○○○　　　　　　円
△△工事 △△△△△△△△　　　　　　円
□□工事 □□□□□□□□　　　　　　円


外○社は、上記のとおり分担工事額を定めたのでその証拠として参加申請用１通を含め、この協定書○通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。


令和　　年　　月	日

所	在	地 商号又は名称 
代表者役職･氏名	印

所	在	地 商号又は名称 
代表者役職･氏名	印

所	在	地 商号又は名称 
代表者役職･氏名				 印


様式12

維持管理・運営を行う者の業務履行実績
事業名
グループ名
	業　務　内　容
	種別
	該当する維持管理対象施設に○をつけてください。
乾燥施設　　・　　炭化施設

	
	委託名
	

	
	発注機関名
	

	
	施設区分
	

	
	維持管理・運営場所
	

	
	維持管理・運営実績期間
	

	
	契約金額
	

	
	契約期間
	

	
	受注者及び
受注形態
	

	委　託　諸　元
	汚水処理能力
（m3/日）
	

	
	汚泥処理能力
（t/日）
	

	
	稼働実績（年）
	

	
	稼働日数（日/年）
	

	
	処理対象物
	

	技術的特記事項
	



※PFI事業等の場合は元請けとなる国・地方公共団体も合わせて記入してください。
※維持管理履行実績を証明する書類(契約書の写し)を添付すること。

様式13
維持管理・運営を行う者の配置予定技術者の資格

事業名
グループ名

１）下水道法第22条第２項に規定する政令で定める資格者

	企業名
	

	氏名
	

	資格
	

	手持ち業務の有無
	有り（　　　件）　・　無し



２）廃棄物の処理及び清掃に関する法律第21条第３項に規定する政令で定める資格者

	企業名
	

	氏名
	

	資格
	

	手持ち業務の有無
	有り（　　　件）　・　無し



※配置予定技術者の資格を証明する書類(資格証の写し等)を添付すること。
※配置予定技術者が応募者と直接的かつ恒常的な雇用関係(参加表明提出日以前に３か月以上の雇用関係)にあることを証明する書類(健康保険被保険者証の写し等)を添付すること。


様式14
令和2年　　月　　日


応 募 辞 退 届


（あて先）いわき市長


	[  代 表 企 業  ]

	商号又は名称
	

	所在地
	

	役職名
	

	氏名
	印







令和2年4月22日付で募集公告のありました「いわき市下水汚泥等利活用事業」について、参加表明書及び応募資格確認申請書等を提出し、市から資格審査を通過したという通知を受領しましたが、都合により本事業への参加を辞退します。









様式Ⅰ-1
令和2年　　月　　日


事 業 提 案 書
　

（あて先）いわき市長
	

	[  代 表 企 業  ]

	商号又は名称
	

	所在地
	

	役職名
	

	氏名
	印







令和2年4月22日付で募集公告のありました「いわき市下水汚泥等利活用事業」について、募集要項等に基づき必要書類を添付して事業提案書を提出します。
なお、提出書類の記載事項及び添付書類について、事実と相違ないことを誓約します。

様式Ⅰ-2
令和2年　　月　　日


要求水準に関する確認書

（あて先）いわき市長

応募者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表企業
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　


	


下記事業の応募に係る本提案書類の一式は、要求水準書に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　１　公告の日付　　　令和2年　4月　22日付
　２　事　業　名　　　いわき市下水汚泥等利活用事業
　３　連　絡　先　　　所　属
　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　電　話
　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　

以上


